
２　施策の実施状況

≪基本方針１≫　地球市民として温暖化対策に取り組むまち（低炭素社会の構築）
【数値目標】

≪基本方針１≫　地球市民として温暖化対策に取り組むまち（低炭素社会の構築）
≪基本目標(1)　再生可能エネルギーの利用を進めます≫
【施策の実施状況】

太陽光発電の導入
推進

ＣＯ２を排出しないクリーン

な太陽光発電システムを市が
率先して公共施設に計画的に
設置し、再生可能エネルギー
の導入を図る。

・南部清掃工場(16.2kW)
・細田口埋立処分地跡地法面（49.5kW）
・武岡中学校(10kw)

再生可能
エネルギー

推進課
各施設所管課

再生可能エネル
ギー熱のモデル的
導入促進事業

温泉熱や太陽熱に関する情報
発信を行い、事業者等の理解
を深め導入の検討につなげて
いく。
また、太陽熱に関しては、モ
デル的導入に向けた検討を行
う。

・HPによる情報発信
・関係部署等との協議

再生可能
エネルギー

推進課

本庁舎ゼロカーボ
ン電力切替事業

市が率先して市役所で使用す
る電力をゼロカーボン電力に
切り替える。

本庁舎（本館、別館、東別館、みなと大通り別館、
西別館）の電力を再生可能エネルギー由来のゼロ
カーボン電力に切替え

管財課

ゼロカーボン電力
切替事業

市が率先して市役所で使用す
る電力をゼロカーボン電力に
切り替えていること等を、市
民や事業者に周知し、さらな
る環境意識の向上と具体的な
取組を喚起する。

パネル等を用いた情報発信、情報収集
（庁内におけるポスター・シールの掲示、電子掲示
板での放映、市ホームページやゼロカーボンシティ
かごしまＳＮＳでのＰＲ）

再生可能
エネルギー

推進課

清掃工場における
焼却余熱を活用し
た発電

ごみ焼却余熱で発電を行い、
場内の電力に利用するととも
に、余剰分を売却することに
より、焼却余熱の有効活用を
図る。

焼却設備及び発電設備の点検整備を行うことなどに
より、機能維持を図り、効率的な発電に努めた。
・発電量　約5,297万kWh(北部)
　　　　　約2,411万kWh(南部)

北部清掃工場
南部清掃工場

事務・事業の概要
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※　次世代自動車 ＝ 電気、ハイブリッド、プラグインハイブリッド、燃料電池、クリーンディーゼル、天然ガス

　  環境対応車 ＝ 次世代自動車＋低燃費・低排出ガス認定車

関係課令和３年度実績
基本
目標

事務・事業名

策定時点
現況値

現況値 目標値

2010
（平成22）

年度

2021
（令和３）

年度

2021
（令和３）

年度

1
住宅用太陽光発電

システム設置件数

（出力合計）

件
(kW)

5,054
(18,795)

12,937
（55,734）

25,000
(100,000)

39.5% 累積 Ｃ
再生可能
エネルギー

推進課

2
環境対応車のうちの

次世代自動車※の普及率
％ 15 39 35 111.4% 単年度 Ａ

再生可能
エネルギー

推進課

3
民生家庭部門の温室

効果ガス排出量削減率

（2013（平成25）年度比）

％
（千ｔ

CO2)

1,120
（2013(平成
25)年度）

43.9%減
(628)

（2018(平成
30)年度）

12％減
（987）

370.9% 累積 Ａ 環境政策課

4
民生業務部門の温室

効果ガス排出量削減率

（2013（平成25）年度比）

％
（千ｔ

CO2)

1,208
（2013(平成
25)年度）

36.3%減
（769）

（2018(平成
30)年度）

11％減
（1,080）

343.6% 累積 Ａ 環境政策課

5
産業部門の温室効果

ガス排出量削減率

（2013（平成25）年度比）

％
（千ｔ

CO2)

460
(2013(平成
25)年度)

15.9%減
（387）

（2018(平成
30)年度）

11％減
（410）

146.0% 累積 Ａ 環境政策課

6
環境管理事業所の

認定事業所数
事業所 458 554 1,500 9.2% 累積 Ｃ 環境保全課

評価 関係課No. 項目 単位
2021(令和3)年度

目標値に対する

達成状況

評価
基準
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≪基本方針１≫　地球市民として温暖化対策に取り組むまち（低炭素社会の構築）
≪基本目標(1)　再生可能エネルギーの利用を進めます≫
【施策の実施状況】

中小企業資金融資
事業（環境配慮促
進資金）

新エネルギー設備や次世代自
動車の導入、ISO14001認証取
得等に資金を利用する場合、
融資の際に必要な信用保証料
の一部を助成する。

実績なし 産業支援課

木質バイオマス熱
導入促進事業

木質バイオマス熱の導入促進
に係る提言書や導入事例等を
HP等で情報発信することで、
事業者の理解を深め導入の検
討につなげていく。

HPによる情報発信
再生可能

エネルギー
推進課

新南部清掃工場
（バイオガス施
設・高効率発電施
設）整備・運営事
業

新南部清掃工場を、生ごみ等
からバイオガスを発生させる
施設と併せて建替用地に一体
整備し、搬入されるごみの安
定的かつ適正な処理と、エネ
ルギーの有効利用を図る。

新工場が完成（令和3年12月）し、バイオガス施設
と高効率発電施設を生かした運転を開始した。（令
和4年1月）

南部清掃工場

[R3新]
ゼロカーボン市役
所に向けた電力量
等調査事業

北部・南部清掃工場等で発電
したＣＯ₂の排出係数ゼロの
電力を他の市有施設に供給す
る仕組み（ゼロカーボン電力
供給システム）の効果につい
て調査・検討する。

・市有施設（市長事務部局、消防局。以下同じ。）
の電力量（発電・消費）等の把握
・市有施設全体の電力量等シミュレーション
・ゼロカーボン電力供給システムの実効性の調査

再生可能
エネルギー

推進課

関係課

再生可能
エネルギー

推進課

基本
目標

事務・事業名 事務・事業の概要 令和３年度実績

⑴
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太陽光deゼロカー
ボン促進事業

太陽光発電システムの設置を
行う事業者等や同システムと
ホーム・エネルギー・マネジ
メント・システム（HEMS）の
併置などを行う市民等に対し
て助成する。

①太陽光発電システム
〔補助単価〕
　・個人住宅：20,000円/kW
　・共同住宅：28,000円/kW
　・環境管理事業所でない事業所：20,000円/kW
　・環境管理事業所：40,000円/kW
〔補助上限〕
　・個人住宅：200,000円（10kW未満）
　・共同住宅：280,000円（10kW未満）
　・環境管理事業所でない事業所：400,000円
　　　　　　　　　　　　　  　 （20kW以下）
　・環境管理事業所：800,000円（20kW以下）
〔補助件数〕
　・個人住宅：274件
　・共同住宅：2件
　・環境管理事業所でない事業所：4件
　・環境管理事業所：2件
②HEMS
〔補助金額〕 30,000円/件　〔補助件数〕274件
③リチウムイオン蓄電池
〔補助金額〕100,000円/件　〔補助件数〕149件
④家庭用燃料電池
〔補助金額〕100,000円/件　〔補助件数〕 35件
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≪基本方針１≫　地球市民として温暖化対策に取り組むまち（低炭素社会の構築）
≪基本目標(2)　省エネルギー技術の利用を進めます≫
【施策の実施状況】

水素エネルギー普
及啓発事業

水素エネルギーの普及促進に
向け、公用車に導入した燃料
電池自動車等を活用した情報
発信を行う。

・普及促進
　イベントでの燃料電池自動車の展示、学習教材を
用いた啓発活動など

再生可能
エネルギー

推進課

次世代自動車等普
及促進事業

自動車使用に伴うＣＯ２排出

量を削減するため、次世代自
動車等の普及促進・意識啓発
に取り組む。

【燃料電池自動車】
　・補助額：30万円／台、補助台数：9台
【電気自動車】
　・補助額：10万円／台、補助台数：42台
【Ｖ２Ｈ】
　・補助額：5万円／件、補助件数：  3件
【天然ガス・ハイブリッドトラック・バス】
　・補助額：10万円／台、補助台数：1台
【クリーンディーゼルトラック・バス】
　・補助額：5万円／台、補助台数：31台

再生可能
エネルギー

推進課

環境にやさしい自
動車啓発推進事業
（環境対応車導入
促進）

「鹿児島市地球温暖化対策ア
クションプラン」における
「鹿児島市環境対応車導入指
針」に基づき、本市公用車及
び市営バスを可能な限り環境
対応車に計画的に切り替える
とともに、民間への普及を促
進する。

・環境対応車導入指針の進行管理
〔公用車〕
　クリーンディーゼル自動車　20台
・民間への普及促進
　環境フェスタ等のイベントでの普及啓発
　環境対応車のリーフレットを自動車ディーラー等
に配布

再生可能
エネルギー

推進課
導入課

環境にやさしい自
動車啓発推進事業
（環境対応車に係
る駐車場の使用料
減免措置）

市公共施設駐車場の使用料の
減免を行う。

〔対象駐車場〕平川動物公園、鴨池海づり公園
〔使用料〕無料
〔対象車種〕ハイブリッド自動車、電気自動車、
　　　　　　燃料電池自動車、
　　　　　　プラグインハイブリッド自動車、
　　　　　　クリーンディーゼル自動車、
　　　　　　天然ガス自動車
〔利用台数〕630台

再生可能
エネルギー

推進課

電気自動車急速充
電設備の管理運営

電気自動車の普及促進を図る
ため、かごしま環境未来館に
設置している電気自動車急速
充電設備を管理運営する。

電気自動車急速充電設備の管理運営
〔利用件数〕954件
〔１日平均〕2.6件

再生可能
エネルギー

推進課

交通安全施設整備
事業（交差点改
良）

交差点改良等を行い、交通事
故の防止を図るとともに、生
活環境の改善や環境負荷の低
減を図る。

－ 道路建設課

防犯灯補助事業

防犯灯を維持管理している町
内会等が防犯灯を設置した場
合、その経費の一部を助成す
る。

防犯灯補助事業に、明るい照明補助加算(3,000円)
を設け、LED防犯灯の設置を促進する。
〔補助灯数〕LED：523灯

安心安全課

再生可能
エネルギー

推進課

太陽光deゼロカー
ボン促進事業
（再掲）

太陽光発電システムの設置を
行う事業者等や同システムと
ホーム・エネルギー・マネジ
メント・システム（HEMS）の
併置などを行う市民等に対し
て助成する。

①太陽光発電システム
〔補助単価〕
　・個人住宅：20,000円/kW
　・共同住宅：28,000円/kW
　・環境管理事業所でない事業所：20,000円/kW
　・環境管理事業所：40,000円/kW
〔補助上限〕
　・個人住宅：200,000円（10kW未満）
　・共同住宅：280,000円（10kW未満）
　・環境管理事業所でない事業所：400,000円
　　　　　　　　　　　　　  　 （20kW以下）
　・環境管理事業所：800,000円（20kW以下）
〔補助件数〕
　・個人住宅：274件
　・共同住宅：2件
　・環境管理事業所でない事業所：4件
　・環境管理事業所：2件
②HEMS
〔補助金額〕 30,000円/件　〔補助件数〕274件
③リチウムイオン蓄電池
〔補助金額〕100,000円/件　〔補助件数〕149件
④家庭用燃料電池
〔補助金額〕100,000円/件　〔補助件数〕 35件

⑵
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関係課
基本
目標

事務・事業名 事務・事業の概要 令和３年度実績
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≪基本方針１≫　地球市民として温暖化対策に取り組むまち（低炭素社会の構築）
≪基本目標(2)　省エネルギー技術の利用を進めます≫
【施策の実施状況】

魚類市場再整備事
業

魚類市場の再整備に伴い、新
築建物へのLED化工事を行
う。

市場棟2工区のLED化(R3年8月竣工） 魚類市場

魚類市場構内運搬
特殊自動車電動化
推進事業

魚類市場の再整備に伴い、高
度な衛生管理体制を確立する
ため、構内運搬特殊自動車の
電動化を図る事業者等に対し
て助成する。

〔補助内容〕
　車両本体価格の１/３以内（以下、上限額）
　・電動フォークリフト　800千円
　　（リースは16,660円/月×48月）
　・電動ターレット　300千円
　　（リースは6,250円/月×48月）
〔補助実績〕
　・電動フォークリフト
　　購入０台　リース９台　計９台
　・電動ターレット
　　購入１台　リース９台　計１０台

魚類市場

中小企業資金融資
事業（環境配慮促
進資金）（再掲）

新エネルギー設備や次世代自
動車の導入、ISO14001認証取
得等に資金を利用する場合、
融資の際に必要な信用保証料
の一部を助成する。

実績なし 産業支援課

明るい商店街づく
り支援事業

街路灯等を維持管理している
商店街で、リースまたはレン
タル契約によりLED等の省エ
ネ電球を導入した商店街につ
いて、その経費の一部を助成
する。

〔補助率〕1/2
〔補助額（総額）〕　821,000円
〔補助団体数〕 5団体

産業支援課

共同施設設置事業
助成金

商店街等が実施する市民の利
便を図るための共同施設の設
置等やLED等の省エネ型街路
灯への改修に対し助成する。

令和3年度は休止事業 産業支援課

公共建築物省エネ
ルギー推進事業

公共建築物における低炭素化
を図るため、設備機器の省エ
ネルギー運転支援に取り組
む。

吉田支所など20施設を対象に省エネルギー運転支援
を行った。

設備課

庁舎省エネルギー
推進LED照明化事業

庁舎の省エネルギー化を図る
ため、LED照明の導入を推進
する。

「鹿児島市蛍光灯照明器具のLED化指針」及び「鹿
児島市蛍光灯照明器具のLED化指針に関する手引
き」に基づき、リース方式によるLED化の実施のサ
ポートを行った。

　※令和３年度は実施見送り
　（見送り施設）
　　北部斎場、南部斎場、都市農業センター、
　　図書館・科学館

　これまでのリース方式によるLED化実績
　H29：谷山支所
　R1：伊敷支所、吉田支所、松元支所、郡山支所
　R2：吉野支所、清掃事務所、教育総合センター

環境政策課

[R3新]
森の力でかごしま
“グリーン化”事
業

事業者等が購入する「市有林
の森林整備（間伐）による
ＣＯ２吸収量」を県の「かご

しまエコファンド」を活用し
てクレジット化（価格化）
し、その代金を基金に積立
て、今後、本市の地球温暖化
対策に取り組む。

・本市プロジェクト認証、販売開始
（プロジェクト名）
　森の力で「ゼロカーボンシティかごしま」実現
　プロジェクト
（認証量）909トンＣＯ２

・販売実績
（販売量）302.2トンＣＯ２

（販売金額）997,260円

環境政策課

グリーンオフィス
かごしまサポート
事業（再掲）

グリーンオフィスかごしま制
度の普及・促進を図るため、
LED照明等環境配慮設備を設
置するグリーンオフィスかご
しまに対して助成する。

環境配慮設備設置補助
　〔補助金額〕補助対象経費の2分の1
                    （上限200,000円）
　〔補助件数〕21件

環境保全課

関係課
基本
目標

事務・事業名 事務・事業の概要 令和３年度実績

⑵
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≪基本方針１≫　地球市民として温暖化対策に取り組むまち（低炭素社会の構築）
≪基本目標(2)　省エネルギー技術の利用を進めます≫
【施策の実施状況】

東桜島合同庁舎等
整備事業

庁舎の施設改修に向け、庁舎
の省エネルギー化を推進する
ため、照明器具のLED化を導
入する。

保全計画にあわせた施設改修に向け、照明器具の
LED化の導入について関係課と協議を行った。

東桜島
総務市民課

スポーツ施設設備
リニューアル事業

スポーツ課所管施設の運動場
照明をリース方式によりLED
照明化し、電気使用量の削減
を図るとともに、ＣＯ２排出
量の削減を図る。

令和３年度におけるLED照明化実施なし。 スポーツ課

地区保健センター
のLED化

地区保健センター内の照明器
具の更新時期や保全計画の空
調改修に併せ、LED化工事を
行う。

LED照明化実施なし。 保健政策課

市立保育所のLED化
市立保育所の照明器具の更新
時期や保全計画の空調改修に
併せ、LED化工事を行う。

花尾保育所の照明器具の全面LED化工事を実施 保育幼稚園課

食肉衛生検査所の
LED化

保全計画の空調機改修に合わ
せ、鹿児島市蛍光灯照明器具
のLED化指針に基づきLED化工
事を行う。

LED照明化実施なし。 食肉衛生検査所

センターポール照
明LED化事業

センターポール照明に使用さ
れている水銀灯をLEDへ更新
する。

センターポール照明ＬＥＤ化に係る工事を実施
（甲東中学校前電停～中州通電停）

電車事業課

鹿児島駅前停留場
整備事業

鹿児島駅周辺都市拠点総合整
備事業にあわせて、交通結節
機能の強化及び乗客へのサー
ビス向上のため、電車停留場
の整備を行う。

鹿児島駅前停留場へのLED導入等の整備に係る工事
を実施

電車事業課

港湾の施設維持費

避難施設と、漁船対策用港湾
施設及び湯之持木地区緑地公
園の維持管理、避難港施設等
に係る維持管理を行う。

避難港の照明灯のLED化（５基） 河川港湾課

市営住宅ストック
総合改善事業

「公営住宅等長寿命化計画
（改定）」に基づき、計画的
で効率的な修繕等の維持保全
を行うとともに、個別改善等
を計画的に実施することで、
建物の長寿命化・事業量の平
準化を図り、ライフサイクル
コストの縮減に取り組む。

〇個別改善等による効率的かつ効果的な修繕
・屋根の防水シートに高反射型を採用し、熱負荷を
軽減

住宅課

公共建築物ストッ
クマネジメント事
業

既存公共建築物（学校、市営
住宅、公営企業を除く）につ
いて、中長期の視点に立った
計画的で効率的な維持保全を
行い、建築物の機能維持によ
る市民サービスの確保、長寿
命化、維持保全コストの縮減
と平準化を図る。

○ストックマネジメントの推進
〔保全計画の作成等〕
・63棟の保全計画作成
・計画に基づく32棟の改修
〔建築・設備資材等のリユースの取組〕
・エアコン等のリユース3件
〔公共建築物インハウスエスコの取組〕
・TVブースターの待機電力削減12件

○公共建築物への環境対策の推進
〔他の環境対策事業等との連携〕
・設備課、再生可能エネルギー推進課の省エネ関連
事業へ改修計画等の情報提供

建築課

学校施設建築物ス
トックマネジメン
ト事業

施設の良好な状態の確保と長
寿命化を図るとともに、維持
保全費の縮減と平準化を図る
ため、施設の状況調査及び分
析を行い、対応策を検討す
る。

・保全計画を作成しているシステムの保守管理
・改修工事の内容検討

施設課

関係課令和３年度実績
基本
目標

事務・事業の概要事務・事業名
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≪基本方針１≫　地球市民として温暖化対策に取り組むまち（低炭素社会の構築）
≪基本目標(2)　省エネルギー技術の利用を進めます≫
【施策の実施状況】

橋りょう長寿命化
事業

橋りょうの長寿命化及び修
繕、架け替えに係る費用縮減
のため、「長寿命化修繕計
画」に基づく、橋りょうの予
防的・計画的な修繕を行う。

計画に基づき、橋りょうの適切な維持管理を行っ
た。
〔修繕橋梁数〕新照院跨線人道橋ほか16橋

道路維持課
道路建設課
谷山建設課

建築物エネルギー
消費性能に関する
適合性判定

建築物省エネ法に基づき、省
エネ基準適合義務対象となる
建築行為（300㎡以上の非住
宅建築物の新築・増改築）に
係る建築物エネルギー消費性
能確保計画の適合性判定を行
う。

・ホームページにて制度の周知を図った。
・建築物の新築または増築等に係る建築物エネル
ギー消費性能確保計画について、基準適合している
計画の適合判定を行った。
　（交付件数：2件）

建築指導課

建築物エネルギー
消費性能向上計画
の認定

建築物省エネ法に基づき、建
築物の新築又は増築等に係る
建築物エネルギー消費性能向
上計画が、基準に適合してい
る場合、認定を行う。認定を
受けた建築物は、省エネ性能
向上のための設備について、
容積率の特例を受けることが
できる。

・ホームページにて制度の周知を図った。
・建築物の新築または増築等に係る建築物エネル
ギー消費性能向上計画について、基準に適合してい
る計画の認定を行った。
　（認定件数：41件）

建築指導課

建築物のエネル
ギー消費性能に係
る認定

建築物省エネ法に基づき、既
存の建築物が建築物エネル
ギー消費性能基準に適合して
いる場合、認定を行う。認定
を受けた建築物は、認定を受
けている旨の表示をすること
ができる。

・ホームページにて制度の周知を図った。
・既存の建築物が建築物エネルギー消費性能基準に
適合している場合、認定を行う予定であったが、認
定申請はなかった。

建築指導課

長期優良住宅建築
等計画の認定

長期優良住宅の普及の促進に
関する法律に基づき、長期に
わたり良好な状態で使用する
ための措置等が講じられた住
宅の建築及び維持保全に関す
る計画が、基準に適合する場
合、認定を行う。認定を受け
た建築物については、税制の
優遇等を受けることができ
る。

・ホームページにて制度の周知を図った。
・住宅の建築及び維持保全に関する計画について、
基準に適合する計画の認定を行った。
　（認定件数：559件）

建築指導課

低炭素建築物新築
等計画の認定

都市の低炭素化の促進に関す
る法律に基づき、低炭素化に
資する建築物の新築等に関す
る計画が基準に適合する場
合、認定を行う。認定を受け
た建築物については、省エネ
性能向上のための設備につい
ての容積率の特例や、税制の
優遇等を受けることができ
る。

・ホームページにて制度の周知を図った。
・低炭素化のための建築物の新築等に関する計画に
ついて、基準に適合する計画の認定を行った。
　（認定件数：71件）

建築指導課

省エネルギー設備
等の導入推進

高効率型の設備など省エネル
ギー機器を積極的に導入し、
環境負荷や維持管理費の低減
を図る。

・田上ポンプ所電気設備の高効率型への更新
・南部処理場散気装置等の省エネルギー機器の導入
（機器の更新）

水道整備課
下水道建設課

ストックマネジメ
ントシステム導入
事業

上下水道施設の状態を客観的
に把握、評価し、中長期的な
予測を基に計画的かつ効率的
に施設を管理する手法とし
て、ストックマネジメントシ
ステムを導入する。

1.管路系システム
　ストックシミュレーション機能の構築
　(R2～3年度)

2.施設系システム
　ストックシミュレーション機能の構築(R3年度)
　データ整備・移行(R2～4年度)

経営管理課
水道整備課
水道管路課
配水管理課

下水道建設課
下水道管路課
下水処理課
雨水整備室

低公害・低床型車
両導入事業
（再掲）

老朽化した車両について、高
齢者をはじめ全ての利用者に
やさしく、環境にもやさし
い、低公害低床型車両への更
新を進め、バス利用者の利便
性の向上と環境負荷の軽減を
図る。

－ バス事業課

関係課
基本
目標

事務・事業名 事務・事業の概要 令和３年度実績
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≪基本方針１≫　地球市民として温暖化対策に取り組むまち（低炭素社会の構築）
≪基本目標(3)　エコスタイルを実践します≫
【施策の実施状況】

カーボンフットプ
リントの普及促進
の実施

鹿児島市地球温暖化対策アク
ションプランに基づき、環境
へ負荷が少ないものを優先し
て選定するよう各課へ通知を
行う。

鹿児島市地球温暖化対策アクションプランに基づ
き、環境への負荷が少ないものを優先して選定する
よう、年度当初に各課に通知を行った。

契約課

「わたしたちのく
らし」配布

基礎的な消費生活の知識を身
につけるため、小学校におけ
る消費者教育の学習資料を作
成・配布する。

小学5、6年生向け学習資料「わたしたちのくらし」
を作成し、市内の小学校に配布した。
〔作成部数〕6,500冊

消費生活
センター

消費者啓発(省エネ
ルギー関係)

センター内に環境・省エネの
コーナーを設け情報収集・提
供を行う。

省エネに関するチラシやパンフレット等を設置し、
情報提供を行った。

消費生活
センター

学校版環境ISO認定
事業

学校版環境ISO認定制度に基
づき、認定を受けた市内の
小・中学校119校において引
き続き環境にやさしい学校づ
くりへの取組が継続するよ
う、定期的に審査するととも
に、情報提供等により取組を
支援する。
（更新審査は3年ごと、継続
審査は毎年）
（市立小・中学校117校、鹿
児島大学附属小・中学校2
校）

認定を受けた学校において、環境にやさしい学校づ
くりの取組が継続されるようにするため、定期的に
審査するとともに、情報提供等により取組を支援し
た。
　認定校数　　119校（新規認定1校）
　更新審査対象校数　50校

環境保全課

かごしま環境未来
館管理運営事業
（地球を守るぞ！
エコ保育所・幼稚
園・認定こども園
促進事業）

保育所・幼稚園・認定こども
園において、幼児期から環境
にやさしいライフスタイルを
実践することで、環境保全に
対する意識づけ及び家庭・地
域での環境保全活動を促進す
る。

保育所・幼稚園・認定こども園（認可外保育施設を
含む）において、環境にやさしいライフスタイルを
実践することで、幼児期からの環境保全に対する意
識づけ及び家庭・地域での環境保全活動を促進し
た。
〔認定数〕85施設
（保育所37、幼稚園6、認定こども園14、
　認可外保育施設28）
〔支援内容〕
・こどもエコスケッチ大会の実施及びスケッチの
　展示
・環境教育のための講師派遣及び教材貸与
・市及び環境未来館のHPや広報紙での園のPR

環境政策課

学習資料「ストッ
ピーとさくりんの
ごみ・まち美化教
室」

小学4年生の社会科の学習資
料として作成し、授業で活用
してもらい、環境問題に対す
る意識養成を図る。

小学4年生向け学習資料「ストッピーとさくりんの
ごみ・まち美化教室」を作成し、市内の小学校に配
布した。授業で活用してもらい、環境問題に対する
意識醸成を図った。
〔作成数〕6,800部

資源政策課
環境衛生課

グリーンオフィス
かごしま推進事業

事業所への環境管理の導入促
進を図るため、適正に環境管
理を実施している事業所を
「グリーンオフィスかごし
ま」として認定する。

適正に環境管理を実施している事業所をグリーンオ
フィスかごしまに認定した。

環境保全課

グリーンオフィス
かごしまサポート
事業

環境管理事業所制度の普及・
促進を図るため、LED照明等環
境配慮設備を設置するグリーン
オフィスかごしまに対して助成
する。

環境配慮設備設置補助
　〔補助金額〕補助対象経費の2分の1
                    （上限200,000円）
　〔補助件数〕21件

環境保全課

大気保全対策事業

鹿児島市環境保全条例で定め
る二酸化炭素排出抑制対策指
針に基づき、対象事業者への
排出抑制対策の指導・助言を
行う。

二酸化炭素排出抑制対象事業者に、実施結果の報告
を求め、必要に応じ指導・助言を行った。

環境保全課

関係課令和３年度実績

⑶
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≪基本方針１≫　地球市民として温暖化対策に取り組むまち（低炭素社会の構築）
≪基本目標(3)　エコスタイルを実践します≫
【施策の実施状況】

エコワットの貸し
出し

エコワット（簡易型電力量表
示器）を貸出し家庭で利用し
てもらうことにより、省エ
ネ・節電への関心を高め、取
組を促進する。

市ホームページで貸出の広報を行い、貸し出しを
行った。
・件数：２件

環境政策課

エコドライブの推
進

市民にエコドライブを体験し
てもらうことで、エコドライ
ブの普及促進を図る。

・JAF及び鹿児島県環境技術協会との共催によるエ
コドライブ講習会を実施した。
　（10/23（土）、4名参加）
・エコドライブの推進について、職員向け掲示板で
周知した。

環境政策課

アイドリングス
トップ運動
（再掲）

鹿児島市環境保全条例に基づ
き、500㎡以上の駐車場設置
者等の看板等によるアイドリ
ングストップ周知、市民及び
事業者のアイドリングストッ
プの推進を図る。

市民のひろば、公害防止事前協議を通じて、市民や
事業者にアイドリングストップの取組を周知した。
大規模小売店舗の管理者等に対してアイドリングス
トップの周知を通知した。

環境保全課

中小企業資金融資
事業（環境配慮促
進資金）（再掲）

新エネルギー設備や次世代自
動車の導入、ISO14001認証取
得等に資金を利用する場合、
融資の際に必要な信用保証料
の一部を助成する。

実績なし 産業支援課

街なかリノベー
ション推進事業

地域の特性を捉えた空き店舗
等の活用を通したまちづくり
の一端を担う人材を育成する
とともに、受講者同士のつな
がりを創出するため、「街な
かリノベーション実践セミ
ナー」等を開催する。

令和3年度は休止事業 産業支援課

新産業創出支援事
業

「ヘルスケア」、「環境」な
どの成長分野に関連する新た
な産業を創出するため、健康
寿命の延伸や地域包括ケアシ
ステムの構築に資するヘルス
ケアビジネスのほか、既存の
事業分野と新たな技術や異な
る事業分野との“かけ合わ
せ”による「食・ヘルスケ
ア・環境」分野での新たな事
業展開に取り組む市内企業を
支援する。

「環境」分野のビジネスを対象に含む取組は以下の
とおり。
・少人数制産学マッチングイベント
　「かごしまTechミーティング」の開催
　主催：鹿児島大学産学・地域共創センター
　共催：鹿児島市
　テーマ・日程：木材を用いた室内の居住環境の
　　　　　　　　改善(12/2)
　参加者：4名

※令和3年度は休止事業のため、鹿児島大学産学・
地域共創センター主催で開催

産業創出課

アイドリングス
トップ等の徹底
（再掲）

アイドリングストップ等を活
用し、エコドライブに努める
ことにより、燃料費の削減を
図る。

出庫の際にアイドリングストップ等の呼びかけを行
い、エコドライブに努めるよう、乗務員一人一人の
意識改革に繋げる取組を行った。

バス事業課

各学校における環
境学習・環境美化
活動・リサイクル
活動等の実施

各学校において環境学習・環
境美化活動・リサイクル活動
等を実施する。

総合的な学習の時間における環境学習やごみ分別、
省エネ等の取組を学校訪問や教職員を対象とした研
修会等で実施するよう指導した。

学校教育課

学校版環境ISO認定
の支援

学校版環境ISO認定制度に基
づき、認定を受けた市立の全
小・中学校118校において引
き続き環境にやさしい学校づ
くりへの取組が継続するよ
う、環境保全課と連携を取り
ながら指導を行う。

環境保全課と連携を取り、更新審査等に向け継続的
な取組を行うよう、対象となる50校に指導を行っ
た。

学校教育課

令和３年度実績

環境政策課
ゼロカーボンシ
ティかごしまＰＲ
事業

「ゼロカーボンシティかごし
ま」の実現に向けて、国民運
動「COOL CHOICE」と連携し
た取組を進めるほか、市民や
事業者などへの情報発信を行
い、市域全体の機運醸成を図
る。

〔ゼロカーボンシティかごしまのＰＲ〕
・市電車体等広告
・専用ホームページ・ＳＮＳの運用
〔COOL CHOICEと連携した取組〕
・ゼロカーボンシティかごしまＰＲ動画の放映
・「かごしまCOOL CHOICE情報誌」の作成
・若者の意見を踏まえた動画の制作
・「公共交通機関利用促進及びゼロカーボン電力」
に関する普及啓発冊子の作成
・「COOL CHOICE」ポスターの増版
・事業者向けセミナーの実施
・環境未来館常設展示による普及啓発
・「千日町１・４番街区仮囲い広告」の継続
・公用車へのCOOL CHOICEマグネットシート貼付の
継続
・職員による普及啓発（ストラップなど）の継続
・庁内事務事業でのロゴマーク活用の継続　など

関係課
基本
目標

事務・事業名 事務・事業の概要
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